告発状

告発人

住所　藤沢市片瀬１－３－３２

職業　事務パート

氏名　原田　建

被告発人

　　住所　藤沢市朝日町１－１

　　職業　藤沢市長

　　氏名　海老根靖典

平成２３年１０月２５日

藤沢警察署長殿

告発の趣旨

　被告発人の以下の行為は、刑法１５６条の虚偽公文書作成罪に該当すると考えられるので、被告発人の処罰を求め告発する。

告発事実

　被告発人を決裁責任者として藤沢市都市計画課が２０１１年４月７日起案、同１３日を決裁日と記した起案書類で、件名「都市再開発の方針における１号市街地の事業計画変更について」とある有印公文書が実存するが、２０１１年１０月２２日付け神奈川新聞が社会面で、この文書の起案日、決済日が実際の作成日と異なっていることを報じた。

　起案書が実際に作成されたのが同年６月２８日であることを、所管する計画建築部長が神奈川新聞社の取材で認めたと伝えられており、これらの行為が刑法１５６条の虚偽公文書作成罪に抵触するかどうか、藤沢市行政総務課において検討されているとの証言もある。

　これは、「起案日４月７日」と記入された文書に対して６月２８日以降に被告発人らの決裁印が押されていたことを意味しており、この起案書を根拠とした事業用地取得に向けて、藤沢市土地開発公社に対する公有財産取得依頼決裁書が同都市計画課から８月３０日付けで作成されていることの結果、本来その手前で求められる必要な行政手続き、過程を著しく欠いた行為とならざるを得なかった事は以下の通りである。

　　同「事業計画変更」は取得予定地を含む周辺の「風致地区」指定の変更を前提としているにもかかわらず、住民への説明は全く行われておらず、計画に関わる担当課と都市計画課との間での事前協議さえ行われていなかった。つまり、用地取得が前提で、そのために「事業計画変更」が後付けで偽装されたのではないか。

　なぜ、そこまでして私有地の取得を急いだのか。当該地所有者は被告発人の後援会幹部が役員を務める企業という話に、市民から疑念を持たれやすい物件として、被告発人自身に一層の説明責任が求められるべきは当然であり、起案担当者の一存で、本件の虚偽公文書が作成されたとは考えにくいことからしても、当該文書の決裁責任者としての被告発人の責任は重大である。

　本市議会では、本件とは別に、土地公社に事業用地の先行取得を依頼するにあたって、同じように適正な行政手続きを欠いた疑いのある案件を巡って、地方自治法１００条に基づく調査特別委員会も開催されているさ中であり、本件の行為が、被告発人らの自覚が無い中で発生したとは到底考えられない。したがって、本市の支出行為に関する背任行為である可能性も含めて、厳正に法律に則った処罰を求め告発するものである。

立証方法

神奈川新聞による報道記事、起案文書と関係資料は入手しており、それと藤沢市役所職員、地権者など関係者の証言をつき合わせることが求められる。

すでに、文書虚偽の事実は担当部長の認めるところであり、それを裏づけ、被告発人自身にどれだけの意思があったのか、関係書類の非開示部分のインボイス方式などによる開示、審査及び関係者からの聞き取りが肝要であると考え、特にお願いしたい。

・参考人：関係する市職員、地権者、当該地開発の意向を持っていた業者、
当該地周辺の住民、神奈川新聞記者

・添付資料：新聞記事、起案文書と関係資料

